
1. 研究の背景と目的                            

 近年、地球温暖化・少子高齢化・中心市街地の空洞化

への対策として、生活機能が近接した効率的で持続可能

な都市形態であるコンパクトシティが注目されている。

そして中心市街地の活性化・環境負荷低減を目指して、

都市機能を中心部に集積することが提唱されている。 

 既往研究では「建設」「移動」「冷暖房負荷」などの要

素に着目し、都市のコンパクト化による環境負荷低減効

果の検討が行われている 1-3)。しかしながら都市の全体の

住宅建設の環境負荷を検討するには郊外の住宅更新も考

慮する必要があるが、既往研究は中心市街地の住宅建設

のみしか考慮していない。また「建設」「移動」「居住（家

庭エネルギー）」の負荷削減への寄与や、それらへの種々

の要因の影響についても検討されていない。 

 そこで本研究では、コンパクトシティ化の程度により

郊外の住宅更新も含む「住宅建設」及び「移動」「居住エ

ネルギー」の CO2排出量が全体としてどの程度変化する

かを明らかにするとともに、その変化に対する主な影響

要因を明らかにすることを目的とする。 

 なお本研究では転入者の誘導に注目するため、現存の

住宅の転移及び都市施設の集約化は考慮していない。 

2. 研究方法   

2.1 シナリオの選定 

 2040年までの転入者について、①すべて中心市街地に

居住、②現存の居住者の割合 4)のもと、中心市街地に55%、

郊外に 45%居住、③すべて郊外に居住、の３つのシナリ

オにおける 1 年あたり CO2排出量を比較する。なお本研

究では愛知県長久手市 4)を対象とし、簡易化のため2040

年までの予測増加人口が最初に１度に転入することとし

た。また増加人口は2040年までの自然増加数5)を用いた。 

2.2 CO2排出量の算出方法 

2.2.1 住宅建設によるCO2排出量 

 転入した人のうち中心市街地に居住する人は RC 造集

合住宅、郊外に居住する人は木造戸建住宅に居住するこ

ととする。各住宅は住宅平均寿命の経過後、同様の住宅

に建て替えられるものとして、住宅の建設による１年あ

たりのCO2排出量C[kg-CO2/年]を以下の式で計算する。 

C= 床面積 i×CO2排出係数 i×増加世帯数 i 

  /住宅平均寿命 i         (i：住宅種類) 

 床面積 iは長久手市の戸建・集合住宅別 1 世帯あたり

の延べ床面積 6)、床面積あたりの CO2排出係数 i
7)及び住

宅平均寿命 i
8)は構造・用途別の既往研究の値を用いる。 

2.2.2 移動によるCO2排出量 

 商業施設の集積した市内の鉄道駅を拠点とする。移動

による CO2排出量は「買物」と「通勤」を考える。中心

市街地居住者は毎日バスで、郊外居住者は週2日自動車

で、拠点に買物に行くこととする。また、中心市街地居

住者はバスと電車で、郊外居住者は自動車で年間260日

通勤するものとする。以下に移動による１年あたりのCO2

排出量T[kg-CO2/年]の算出式を記す。 

T= 日走行距離 ijk×CO2排出係数 k  

    ×年間移動日数 ij×増加世帯数 i 

(i:小学校区, j:買物通勤, k:乗り物種類) 

 日走行距離 ijkのうち、買物距離は小学校校区ごとに小

学校から拠点までの距離とした。また、通勤距離は全地

区共通とし、統計を用いて平均通勤時間 9)に平均通勤速

度 10)を乗じたものとした。    

2.2.3 居住エネルギーに関するCO2排出量 

 中心市街地に建設する集合住宅に関しては屋上面積の

うち 50%の屋上緑化をするものとする。その冷房負荷低

減効果を考慮した1 年あたりのCO2排出量 G[kg-CO2/年]

の計算式 11)は以下で求める. 

G= 冷房エネルギー消費量 i×(1-冷房負荷低減率 i) 

    ＋他のエネルギー消費量 i  

   ×エネルギー源別使用率 ij×CO2排出係数 j  

   ×増加世帯数 i 

  (i：住宅種類、j:エネルギー源種類) 

各エネルギー消費量 12)
i は戸建住宅・集合住宅別の統計

値 12),エネルギー源別使用率 12)
ij、同 CO2排出係数 13)14)

j，

冷房負荷低減率 i
15)は文献による。 

2.2.4 屋上緑化・水道に関するCO2排出量 

 屋上緑化・水道は住宅建設や居住の一部であるが、や

や異なる要素のため本研究では分けて算出した。前述の

屋上緑化の設置および維持にともなう CO2排出量と集合

住宅の屋上や各階まで水道水を供給することに伴う CO2

排出量Aを以下の算出式により求める。 

A=（屋上緑化の設置・維持に関する面積あたり年間 CO2

排出量 16）＋散水に伴う面積あたり年間CO2排出量 17)）×

建築面積×建物棟数＋(水道供給による 1 棟あたり年間

CO2排出量)×建物棟数 

3. コンパクトシティ化によるCO2排出量の削減効果 

 2 章の算出式に基づき愛知県・長久手市を想定して算

出したシナリオ別の1年あたりCO2排出量を図1に示す。 

 シナリオ別の 1 年あたりの CO2排出量を比べると、転

入者全員が中心市街地に居住するシナリオ１は転入者全

員が郊外に居住するシナリオ３と比べて1年あたり33.4  
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図1 各シナリオのCO
2

排出量：愛知県長久手市の場合 

％、現状の人口分布で転入した場合（シナリオ２）と比

べても18.4%の CO2排出量削減となった。内訳を見ると、

削減量が大きいのは居住で、シナリオ3と1の間の負荷

削減量に対して約80％、移動は約50％となった。また1

年あたりの住宅建設の負荷は集合住宅の方が大きいため、

郊外の住宅更新を考慮しても負荷増加要因となったが、

負荷削減量に対して約26％の増加で、移動による削減よ

りも小さくなった。屋上緑化は、製造・維持を考慮して

も全削減量に対して10％弱に相当する効果があった。 

4. コンパクトシティ化によるCO2削減効果の影響要因 

4.1 分析方法 

 本章では2章の設定値を変化させて分析を行うことで、

負荷削減量に対して影響が大きな要因を明らかにする。

変化させる設定値は人口比率、集合住宅寿命、集合住宅

床面積、買物移動距離、地域、地域別屋上緑化率とした。

ここではシナリオ3からシナリオ1に変化させたときの

CO2排出量削減率（以下、負荷削減率）に注目した。 

4.2 集合住宅の寿命の影響 
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 RC造集合住宅の寿命を45年から68年に増加させるこ

とで6.9%の負荷削減率の増加が見込まれた。集合住宅の

高寿命化はコンパクトシティによる環境負荷低減効果を

向上させるための１つの方法と言える。 

4.3 集合住宅の床面積の影響 

 RC造集合住宅の床面積が現状平均値45.11m2から80m2

に増加すると負荷削減率は33.4%から20.2%へ13.2％小

さくなる。このため中心市街地で転入者が居住する建物

の床面積が大きくなり過ぎないよう注意する必要がある。 

4.4 その他の設定値の影響 

 同様に他の設定値についても検討したところ、郊外の 
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人口集中点(3ヶ所)の距離を5kmずつ遠くする(5km、10km、

15km)と負荷削減率は 35.2%減と削減率が約 2%大きくな

った。地域別の負荷削減率は北日本で 48.3%、中日本

33.4%、南日本34.0%と北日本の削減率が14.9％大きい。

屋上緑化率を50%から100%にすると負荷削減率は北日本

で0.05%減少、中日本で0.03%増加、南日本で0.07%増加

となり、北日本では屋上緑化率を上げると CO2排出量が

やや増加するが、全体への影響は小さい結果となった。 

 以上、地域による違いは大きいが、これを除くと集合

住宅の床面積と寿命の影響が大きいという結果となった。 

5. 結論 

 本研究で得られた結論は以下の2点である。。 

1)愛知県長久手市をモデルとし、郊外の住宅の更新も考

慮して分析したところ、中心市街地への転入者誘導によ

る居住と移動の CO2排出削減量は、住宅建設による負荷

増加量よりも大きく、コンパクトシティ化により環境負

荷低減が見込めることが明らかとなった。 

2)都市のコンパクト化によるCO2排出量に対して、「集合

住宅の寿命」と「集合住宅の床面積」の影響が大きいこ

とが明らかとなった。集合住宅の高寿命化はコンパクト

シティにとって有効である一方、中心市街地に建設する

集合住宅の床面積にも十分配慮しなければならない。 
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